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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第38期
第３四半期
累計期間

第39期
第３四半期
累計期間

第38期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 10,007,602 10,876,655 14,146,242

経常利益 (千円) 463,208 496,567 849,751

四半期(当期)純利益 (千円) 250,601 313,150 455,647

持分法を適用した場合の
投資利益又は投資損失(△)

(千円) △5,326 96 △552

資本金 (千円) 2,905,422 2,905,422 2,905,422

発行済株式総数 (千株) 8,146 8,146 8,146

純資産額 (千円) 4,674,817 6,087,958 5,029,600

総資産額 (千円) 10,997,851 13,559,214 11,837,231

１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 36.20 45.23 65.81

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 20.0

自己資本比率 (％) 42.5 44.9 42.5
 

 

回次
第38期
第３四半期
会計期間

第39期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 19.52 21.39
 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　　　 ３ 第38期の１株当たり配当額の内訳は、普通配当10円00銭及び特別配当10円00銭であります。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 当第３四半期累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（1）業績の状況

当第３四半期におけるわが国経済は、政府主導の経済政策や、日銀による金融緩和の効果等から、穏やかな回復

基調が継続したものの、消費税引き上げに伴う駆け込み需要の反動減や、急ピッチな円安による原材料コストの増

加懸念が生ずるなど、企業の景況感が停滞する状況下で推移しました。

情報サービス業界におきましては、顧客の情報システムに関する投資意欲は前年度からの回復傾向が継続し、価

格競争は厳しいものの堅調に推移しております。

このような状況の中、当社は、「公共関連事業」・「民間関連事業」・「セキュリティ機器関連事業」の３報告

セグメントそれぞれで異なる事業環境・得意分野を念頭に、組織間の連携強化、成長分野・商材・部門への資源の

優先投下、環境変化への対応、そして人材育成と営業活動の強化を経営戦略に掲げ、事業活動を推進しておりま

す。全てのセグメントにおいて、計画通り順調に推移しておりますが、特に「公共関連事業」においては、前年第

４四半期より回復傾向が顕著となり、売上・利益とも伸びております。

これらの結果、当第３四半期累計期間における業績は、売上高10,876百万円と前年同四半期と比べ869百万円

（8.68％）の増収となりました。また利益面では、営業利益535百万円（前年同四半期は営業利益481百万円）、経

常利益496百万円（前年同四半期は経常利益463百万円）、四半期純利益313百万円（前年同四半期は四半期純利益

250百万円）となりました。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（公共関連事業）

最終ユーザーが官公庁及び地方自治体向けであり、財務システム、貿易システム、航空管制システム、医療福

祉システム、社会保障システム等、社会インフラ基盤のシステム実現に向けた提案作業、基盤構築、基本検討、

設計、開発、試験からシステム稼動後の運用管理、保守に至るまでトータルソリューションの技術支援を行って

おります。

当第３四半期累計期間は、売上高3,809百万円と前年同四半期と比べ591百万円（18.4％）の増収となりまし

た。またセグメント利益は、571百万円と前年同四半期と比べ166百万円（40.9％）の増益となりました。
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（民間関連事業）

最終ユーザーが主に一般民間企業向けであり、個別ニーズに合わせた、各種システムの設計、製造、構築及び

ハードウェアのキッティング、ネットワーク設定、ＯＳ導入・設定、各種ミドルウェア導入・設定、システムテ

ストといった、一連もしくは個別の提供及び稼働中システムの運用管理、保守、技術支援を行っております。

当第３四半期累計期間は、売上高6,330百万円と前年同四半期と比べ367百万円（6.2％）の増収となりまし

た。またセグメント利益は、724百万円と前年同四半期と比べ105百万円（17.1％）の増益となりました。

（セキュリティ機器関連事業）

健全なＩＴ社会構築に貢献する技術の提供を目標に、実効性のあるセキュリティソリューションの提供等を行

う当事業におきましては、官公庁や大手民間企業等にも専門担当が増えてきており、特にデジタル・フォレン

ジック技術の社会的ニーズが増えております。

当第３四半期累計期間は、売上高736百万円と前年同四半期と比べ89百万円（10.9％）の減収となりました。

またセグメント利益は、94百万円と前年同四半期と比べ157百万円（62.4％）の減益となっておりますが、これ

は前年上半期は、補正予算等の特需により大幅な売上・利益が計上されたことによるものです。

 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

株式会社の支配に関する基本方針

当社では、以下の経営方針を理解し指示する者が、「財務及び事業の方針の決定を支配する者」であることが

望ましいと考えております。

（経営方針）

当社は、社員の一体感を高め、社員全体が一丸となってパワーを発揮できる組織とし、未来のために貢献で

きる会社を目指したいとの思いの下、「社員すべてが心と力を合わせ、企業の発展と成長を通じて、未来のよ

り良い環境作りに貢献する」を経営理念とし、以下の３つの責任を果たしていきます。

１．個人責任

     人間性と技術力を磨き、最高のサービスをお客様に提供します。

２．企業責任

     社員相互が信頼し合い、安心かつ働きがいのある会社を作ります。

３．社会責任

     お客様、投資家、株主から信頼され、社会から必要とされる会社を作ります。

 

（3）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,146,471 8,146,471
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数 100株
株主としての権利内容に制限の
ない標準となる株式

計 8,146,471 8,146,471 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年12月31日 ― 8,146 ― 2,905,422 ― 749,999
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成26年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 1,223,000
 

―
単元株式数 100株
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,922,600
 

69,226 同上

単元未満株式 普通株式 871
 

― 同上

発行済株式総数 8,146,471 ― ―

総株主の議決権 ― 69,226 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が、3,100株（議決権31

個）含まれております。

２ 「単元未満株式」の欄の普通株式は当社保有の自己株式90株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社フォーカスシス
テムズ

東京都品川区東五反田二
丁目７番８号

1,223,000 ― 1,223,000 15.01

計 ― 1,223,000 ― 1,223,000 15.01
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成26年10月１日から平成26年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、あらた監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社フォーカスシステムズ(E04976)

四半期報告書

 7/15



１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,171,791 3,646,559

  売掛金 2,922,396 2,466,521

  商品及び製品 17,586 25,919

  仕掛品 29,117 217,906

  繰延税金資産 178,730 178,730

  その他 109,010 112,955

  貸倒引当金 △200 △200

  流動資産合計 6,428,432 6,648,392

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 1,229,039 1,242,733

    減価償却累計額 △859,162 △877,529

    建物及び構築物（純額） 369,876 365,203

   土地 3,287,792 3,287,792

   その他 346,540 348,169

    減価償却累計額 △262,975 △268,156

    その他（純額） 83,565 80,013

   有形固定資産合計 3,741,234 3,733,010

  無形固定資産   

   ソフトウエア 22,583 18,947

   ソフトウエア仮勘定 28,084 127,642

   その他 10,248 8,962

   無形固定資産合計 60,915 155,551

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,181,466 2,554,614

   長期貸付金 55,365 46,860

   その他 422,666 466,234

   貸倒引当金 △52,850 △45,450

   投資その他の資産合計 1,606,649 3,022,260

  固定資産合計 5,408,799 6,910,822

 資産合計 11,837,231 13,559,214
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 589,899 589,291

  1年内償還予定の社債 84,000 279,000

  短期借入金 554,000 702,530

  1年内返済予定の長期借入金 1,360,136 1,212,773

  未払法人税等 381,355 44,816

  賞与引当金 346,549 133,611

  役員賞与引当金 60,000 45,000

  訴訟損失引当金 56,400 8,700

  その他 669,827 887,797

  流動負債合計 4,102,167 3,903,520

 固定負債   

  社債 324,000 987,000

  長期借入金 1,882,486 1,584,275

  繰延税金負債 349,811 839,240

  役員退職慰労引当金 149,166 157,219

  固定負債合計 2,705,463 3,567,735

 負債合計 6,807,631 7,471,256

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,905,422 2,905,422

  資本剰余金 1,468,471 1,468,471

  利益剰余金 719,296 893,978

  自己株式 △706,354 △706,397

  株主資本合計 4,386,835 4,561,475

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 642,764 1,526,483

  評価・換算差額等合計 642,764 1,526,483

 純資産合計 5,029,600 6,087,958

負債純資産合計 11,837,231 13,559,214
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 10,007,602 10,876,655

売上原価 8,730,322 9,483,857

売上総利益 1,277,279 1,392,798

販売費及び一般管理費 795,294 857,017

営業利益 481,985 535,780

営業外収益   

 受取利息及び配当金 19,329 4,041

 受取家賃 17,246 17,381

 貸倒引当金戻入額 - 7,400

 その他 7,255 6,919

 営業外収益合計 43,831 35,741

営業外費用   

 支払利息 48,978 49,063

 貸与資産減価償却費 5,139 4,838

 社債発行費 2,291 15,521

 貸倒引当金繰入額 400 -

 その他 5,797 5,531

 営業外費用合計 62,607 74,954

経常利益 463,208 496,567

特別利益   

 補助金収入 - 22,402

 特別利益合計 - 22,402

特別損失   

 訴訟損失引当金繰入額 - 14,095

 ゴルフ会員権評価損 3,627 1,050

 特別損失合計 3,627 15,145

税引前四半期純利益 459,581 503,823

法人税等 208,980 190,673

四半期純利益 250,601 313,150
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第３四半期累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

税金費用の計算 当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じる方法を採用しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果と

なる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 61,330千円 62,518千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 103,851 15.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 138,468 20.0 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
調整額
（注１）

四半期損益
計算書計上額
（注２）公共関連事業民間関連事業

セキュリティ
機器関連事業

売上高       

 外部顧客への売上高 3,217,899 5,963,321 826,381 10,007,602 ― 10,007,602

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 3,217,899 5,963,321 826,381 10,007,602 ― 10,007,602

セグメント利益 405,763 619,038 252,477 1,277,279 △795,294 481,985
 

(注) １ セグメント利益の調整額△795,294千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費（全社費用）であ

ります。

２ セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
調整額
（注１）

四半期損益
計算書計上額
（注２）公共関連事業民間関連事業

セキュリティ
機器関連事業

売上高       

 外部顧客への売上高 3,809,436 6,330,789 736,429 10,876,655 ― 10,876,655

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 3,809,436 6,330,789 736,429 10,876,655 ― 10,876,655

セグメント利益 571,884 724,683 94,943 1,391,512 △855,731 535,780
 

(注) １ セグメント利益の調整額△855,731千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費（全社費用）であ

ります。

２ セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

(金融商品関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。
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(持分法損益等)

関連会社に関する事項

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

関係会社に対する投資の金額 10,000千円 10,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額 26,342千円 26,438千円

   
 

 
前第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

持分法を適用した場合の投資利益
又は損失（△）の金額

△5,326千円 96千円
 

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益 36.20円 45.23円

（算定上の基礎）   

四半期純利益(千円) 250,601 313,150

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 250,601 313,150

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,923 6,923
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月９日

株式会社フォーカスシステムズ

 　取　締　役　会　御　中

あ　ら　た　監　査　法　人
 

 

指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士　加　藤　　真　美

 

 

指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士　加　藤　　正　英

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フォー

カスシステムズの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第39期事業年度の第３四半期会計期間（平成26年10月

１日から平成26年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半

期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フォーカスシステムズの平成26年12月31日現在の財政状態及び同

日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない

　

以  上

　
 

(注)
 

１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報
告書提出会社)が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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